
 

1. 事業概要 

千葉市南部浄化センターでは、千葉市中央区、若葉区、緑区を主とする南部処理区の下水を処理して東京湾に放

流しています。処理工程で発生する汚泥は、中央浄化センターから圧送される汚泥とともに、濃縮-消化-脱水-焼却処

理を行っており、汚泥の焼却は現在、2・3・4 号焼却炉にて実施しています（1 号炉休止中）が 2 号焼却炉は目標耐用

年数を超過、3号焼却炉も令和 9年度に目標耐用年数を迎えるため、改築を行う必要があります。 

本事業は、DBO 方式により目標耐用年数を経過した焼却施設の代替施設として燃料化施設の設計・建設及び完成

後各炉 20年間の運営・維持管理（燃料化物の有効利用業務を含む）を民間事業者に一括して発注するものです。 

 

図 1 千葉市下水道全域図   

 

 

                       図 2 南部浄化センター平面図 

 

 

2. 施設概要 

新施設の燃料化施設は、老朽化した 2炉の焼却炉代替施設として整備し、製造された燃料化物は燃料等として利用

することで、温室効果ガス排出量の削減に寄与します。 

              表 1 施設概要 

 

 

 

 

 

図 3 燃料化物イメージ 

 

図 4 本事業管理範囲図 

3. 事業方式 

本事業への PFI等の導入について、PFI導入可能性調査にて既存方式、DBO、PFI（BTO）手法の比較の結果、最も

経済性に優れ、民間事業者の参入意欲があり競争性が見込める DBO方式が最も有利であるとの結論となりました。 

 

4. 施設整備スケジュール 

本事業の実施に伴う、既設焼却施設及び新設する燃料化施設の整備スケジュールは、以下のとおりです。 

（1） 設計・建設     事業契約締結日から令和 11年 3月まで 

（2） 運営・維持管理  令和 8年 4月から令和 31年 3月まで 

表 2 各施設整備スケジュール 

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 ・・・ R27 R28 R29 R30

１号焼却炉
(停止）

撤去

２号焼却炉
(既設）

停止
撤去

３号焼却炉
(既設）

停止

４号焼却炉
(既設）

５号燃料化炉
(新設）

６号燃料化炉
(新設）

運営・維持管理

運営・維持管理本
事
業

設計＋建設

設計＋建設

民間事業者の
募集・選定

南部浄化センター下水汚泥固形燃料化事業について 

Ｒ3 年度現在 

・2 号焼却炉：供用開始後 26 年経

過 

・3 号焼却炉：供用開始後 17 年経

過 

・4 号焼却炉：供用開始後 3 年 
1・2 号焼却炉 

（1 号炉休止） 

3号焼却炉 

4号焼却炉 

項目 新施設

処理能力 60wet-t/日×2炉

処理対象物 高分子系脱水汚泥

処理方式 炭化方式又は乾燥方式
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項 目 概 要 

事業概要 
事業者が下水汚泥燃料化施設を設計・建設し、施設の運営及び維持管理（施設で

製造される燃料化物の買取、利用先の確保及び運搬を含む。）を実施するもの。  

事業実施場所 南部浄化センター 

民間事業者の 

業務及び期間 

設計・建設業務 ：事業契約締結日から令和11年3月まで 

5号燃料化施設 建設工事請負契約締結日～令和8年3月31日 

6号燃料化施設 建設工事請負契約締結日～令和11年3月31日 

※6号燃料化施設（既設1・2号焼却施設の撤去含む）の建設着手は、 

令和8年4月1日以降とする。 

運営・維持管理業務：令和8年4月から令和31年3月まで 

5号燃料化施設 令和8年4月1日から令和28年3月31日まで（20年間） 

6号燃料化施設 令和11年4月1日から令和31年3月31日まで（20年間） 

施設の処理方式 炭化方式又は乾燥方式  

施設の処理対象物 高分子系脱水汚泥  

設計・建設対象施設 

燃料化施設（施設規模：60wet-t/日×2炉）、  

撤去対象施設 （1号焼却施設、2号焼却施設、1・2号焼却施設関連設備、ガスホ

ルダー、トラックヤード 、トラックスケール）  

運営・維持管理 

対象施設 
燃料化施設（施設規模： 60wet-t/日×2炉）  

事業方式 DBO方式(予定) 

債務負担行為 
期間  令和５年度～令和３０年度 

限度額 20,000,000千円に物価変動による増減額を加算した額の範囲内 

下水汚泥燃料化物に

関する要求水準 

品質管理 

 燃料化物の発熱量及び性状は、下水汚泥固形燃料JIS 規格 (JIS Z7312 ）を満

たすものとする。 

有効利用 

 製造された燃料化物を本市から全量買い取ること。また、買取した燃料化物の

有効利用先を確保し、燃料等として販売及び運搬すること。 

環境への配慮 

各種規制に対して遵守できる施設とする。 

 騒音規制基準、排出ガス基準、悪臭防止基準、景観への配慮、電波障害発生の

防止など 

事業スケジュール 

令和４年４月 入札公告 

令和４年８月 入札及び事業提案書 受付 

令和４年11月 落札者決定 

令和５年３月 事業契約締結 

 


